
特定秘密保護法の廃止を求める意見書 

 安倍政権は「特定秘密の保護に関する法律案（特定秘密保護法案）」を衆参両院で

強行採決し、同法は12月6日に「成立」した。しかし、同法は国民の「知る権利」

や表現・言論の自由、取材・報道の自由を著しく制限しかねず、今回の強引な制定は

将来に重大な禍根を残すものである。 

 同法は特定秘密の定義が極めて曖昧で、行政機関の長の判断次第で恣意的に秘密の

範囲が際限なく拡大する危険性が高い。国会へ特定秘密を提供するかどうかは行政機

関の判断に委ねられ、提供された情報を漏らせば国会議員も処罰対象になり、国会の

国政調査権が大きく損なわれかねないことなど、懸念される点は数多い。 

 衆議院における審議の過程で、自民・公明・日本維新の会・みんなの党による修正

がなされた。しかし恣意的な秘密の範囲拡大の懸念は何ら是正されていない上、秘密

指定期間が「最長60年」とされ政府原案よりも大幅に後退している。また首相に「第

三者機関的観点」からの関与を求め、秘密指定の統一基準を首相自身が作成し、指定

や解除に対し説明・改善を閣僚に指示できるとしたが、内閣の長である首相の関与を

「第三者的」と規定すること自体、全く筋が通っておらず、国民の不安は一向に払拭

されていない。 

 国として特に厳格な管理が必要な情報があることは否定しないが、その場合も後世

に検証可能な制度とすべきであり、政府が持っている情報は本来、国民が共有すべき

財産であることが大前提である。特定秘密保護法には、そうした民主主義の基本理念

が根本的に欠落している上、情報公開法や公文書管理法の拡充も進んでいない現状で

は到底、施行すべき状況にはないと考える。 

非核平和・脱原発を進める本町においては、原子力発電関係情報の取得がより一層
困難となることも懸念するところである。 
よって、国会及び政府に対し「特定秘密の保護に関する法律（特定秘密保護法）」

を廃止するよう、強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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